




































































































2 ― 2 　2014（平成26）年会社法改正


















































































































































3 ― 1 　社外取締役の活用等




































































































































































































が検討課題とされていたが（第 1部第 1の 3（ 1））、重要な取引先の範囲を明確に定め
ることが困難である等の理由から、要綱段階で、重要な取引先の関係者でないことは社



















　「原則 4 ⊖ 7．独立社外取締役の役割・責務】
　「上場会社は、独立社外取締役には、特に以下の役割・責務を果たすことが期待されるこ
とに留意しつつ、その有効な活用を図るべきである。
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企業統治に関する取締役制度の見直しについて〔井上　貴也〕
　（ⅰ） 　経営の方針や経営改善について」自らの知見に基づき、会社の持続的な成長を促し
中長期的な企業価値の向上を図る、との観点からの助言を行うこと
　（ⅱ） 　経営陣幹部の選解任その他の取締役会の重要な意思決定を通じ、経営の監督を行う
こと
　（ⅲ） 　会社と経営陣・支配株主等との間の利益相反を監督すること
　（ⅳ） 　経営陣・支配抹主から独立した立場で、少数株主をはじめとするステークホルダー
の意見を取締役会に適切に反映させること」
　逆に社外取締役に期待しない役割・機能の例として、①個別の業務執行の細部にわたる指
導、②経営戦略の原案の作成、③企業の担当者レベルで行われる不正の端緒を自ら探索して
発見することが、挙げられる。経済産業省「コーポレートガバナンスに関する実務指針」
（ホームページ確認）。
―いのうえ　たかや・東洋大学法学部教授―
東洋法学　第62巻第 2号（2018年12月）
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